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１ 再生計画の概要 

(１) 再生の基本方針 

■女川町中心部のまちづくりとまちなか再生の基本的考え方 

女川町では、女川町復興計画(案)及び女川町中心部・土地利用計画(案)に基づき、安全な

高台には、住宅地を整備し、一方まちの中心部には、公共施設、商業施設、観光施設等を集

約整備し、幹線交通軸を中核に地区連携を図り、コンパクトな市街地形成を目指している。 

なかでも、JR 女川駅を中心とするまちの中枢を担う「にぎわい拠点」には、公共施設や観

光交流エリアが周辺に配置され、駅舎からの眺望を有するまちのシンボル軸となるプロムナ

ード沿道に商業施設等の集積を図り、町民や来街者等多様な人々が訪れ、集い、交流する“ま

ちなか”として再生・整備することを目的とする。 

■まちなか再生の基本方針 

中心市街地の商業エリアには、仮設店舗・仮設商店街に入居している被災商業・サービス

事業者等の本設移行のための移転先として確保し、被災商業者等の経営の安定化、事業の持

続性の強化を図るとともに、仮設住宅等から復興計画地区に移転する町民の生活を支える商

業・サービス機能を備える計画とする。 

このため、まちの顔である中心市街地の商業エリア（まちなか）を、復興に向けた「にぎ

わい拠点」と位置付け、地域の自然、歴史、文化、特産物等を生かした地産地消等の事業に

よる起業・開業を促進し、コミュニティ活動や誘客イベント等の強化による交流人口の増加

を図りつつ、観光集客や Iターン・Ｕターンを向上させるなど、地域経済の新たな発展の拠

点として早期形成を目指す。また、その中で、女川ブランドを構築しながら、地域経済の好

循環を維持、発展させ、まちのにぎわいを継続させる。 

■公民連携手法によるまちなか再生の推進 

にぎわい形成および災害対応を想定したまちなか形成に加えて、「にぎわい拠点」の区域

内の町有地は、公民連携手法により、公共空間等の整備や民間商業施設整備用地としての活

用を推進する。漁村と都市が共生する新たなにぎわい空間を創出し、すべての人が希望を持

ち、安心して暮らし、「住み残る」、「住み戻る」、「住み来たる」まちの実現を標榜する。 

 

「にぎわい拠点」とは 

「まちなか再生計画の区域」で、地域医療センター北側、都市計画道路駅前清水線、女川

中学校南側、国道 398 号に囲まれた街区（p3 図１参照） 

この区域内のプロムナードを中心に商業施設を集積する計画である。 
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２ 再生計画の対象の区域 

(１) 区域の設定の考え方 

次の考え方により「まちなか再生計画の区域」を設定する。 

【 歴史 】 
東日本大震災以前から、商業施設や公益的施設が集積していた位置である。 

震災前は、堀切山を挟んで女川浜、鷲神浜の 2 地区にまたがっていた中心市街地を、本計

画では、JR 女川駅を中心とした女川浜地区に集約して再生する。 

 

【 地理 】 
女川港に隣接し、堀切山等の山に 3 方囲まれた地理的にまとまりある区域である。 

 

【 交通体系 】 
広域幹線道路である国道 398 号、生活幹線である都市計画道路駅前清水線、JR 女川駅、離

島航路ターミナルに囲まれた交通結節点に位置する。 

 

【 住宅の分布 】 
女川町の住宅配置計画(案)により整備される新たな住宅地及び女川町の既存住宅地のほ

ぼ中央部に位置する。 

 

【 社会的・経済的な相乗効果 】 
まちの中枢を担う公共施設（町役場、(仮称)生涯学習センター、小・中学校、地域医療セ

ンター）や観光交流拠点（ゆぽっぽ（温浴施設）、観光交流エリア、(仮称)メモリアル公園）

に囲まれ、各施設との機能連携によりにぎわい形成を図ることができる。 

 

【 防災 】 
津波からの安全確保とにぎわい形成を両立するため、国道 398 号より山側の宅地は、L1

津波に対応した高さ以上に嵩上げを行い、L1 津波からの安全性を確保している。なお、L2

津波発生時は、近接する高台公共施設へ避難する計画である。 
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(２) 区域の所在地住所 

宮城県牡鹿郡女川町大字女川浜地内 

 

(３) 区域の面積（概算、ｈａ） 

約 7.4ha 

図 1 まちなか再生計画の区域 

 

女川町では、まちなか再生計画の区域を「にぎわい拠点」として、プロムナードを中心に商

業施設等の集積を図り、まちづくりを進めることとしている。 
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３ 区域の土地利用計画 

(１) 区域の土地利用の方針・計画 

【 区域内の区画ごとの土地の権利関係及び利用主体 】  
区域内の権利関係は、以下の図 2に示すとおりである。 

町有地は、公共施設の整備用地、女川みらい創造株式会社が整備する商業施設用地、当該

地区内の来街者用駐車場用地とする。特にプロムナード沿道は、シンボル空間に位置付けら

れ、にぎわいの拠点として整備を進めることから、プロムナードが将来シャッター通りとな

るのを避けるため、事業者の入れ替わりができるように、女川みらい創造株式会社と土地の

賃貸借契約を行い、女川みらい創造株式会社が事業主体として、テナント型商業施設や(仮

称)物産センターの整備・運営を行う。 

民有地は、女川町被災市街地復興土地区画整理事業により、物販、飲食、サービス等の店

舗や金融機関、事務所として早期に土地活用を希望する地権者の土地を集約換地し、各事業

者(地権者)が個別に再建・整備する。 

 

 

図 2 区域内の土地の権利関係（町有地：青、民有地：赤）(平成 26 年 3 月時点) 
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図 4 女川町中心部 土地利用計画（案） 

出典：女川浜地区一団地の津波防災拠点市街地形成施設 都市計画説明用資料（平成 25 年 10 月）

をもとに作成 
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b 当区域の土地利用計画 

女川町中心部の商業業務エリアは、「駅前エリア」、「医療センター北エリア」、「旧一中東

エリア」、「鷲神浜エリア」の 4 エリアから構成されており、エリアの特性等から土地利用

の方針を設定している。 

まちなか再生計画の区域内には、「 ｱ)駅前エリア」、「 ｲ)医療センター北エリア」「 ｳ)

旧一中東エリア」の 3エリアが含まれており、以下に、エリア毎の土地利用の目標、施設

配置・誘導方針を示す。 

ア) 駅前エリア（早期着工エリア 平成 27年～着工可能） 

 土地利用の目標 

町民や観光客の利用する店舗・施設が集積したエリアを目指す。 

 施設の配置・誘導方針 

生活軸（都市計画道路駅前清水線）沿い：金融機関等の生活利便施設を誘導 

産業・観光軸（国道 398 号）沿い：観光客へのサービス提供のための施設等を誘導 

回遊軸（プロムナード）沿い：女川みらい創造株式会社により整備されるテナント型商

業施設や女川町の整備する町内外の人が拠点として利用する施設である（仮称）地域

交流センターを配置 

その他：町民の日常生活の基盤となる物販、サービス、飲食等の店舗や観光客へのサー

ビスを提供する施設及び公共的なサービスを提供する施設等を誘導 

当該区域の外周道路からアクセスしやすい位置に、施設利用者のための駐車場を確保 

 

イ) 医療センター北エリア（平成 29年～着工可能 （一部平成 27年～着工可能）） 

 土地利用の目標 

事務所等が集積したエリアを目指す。 

 施設の配置・誘導方針 

幹線道路沿い：中小規模の事務所等を誘導する。特に産業・観光軸(国道 398 号)には、

観光客の利便性向上のため釣具店、船具販売店、宿泊施設を誘導 

その他：事務所等が共有で利用する駐車場を確保 

 

ウ) 旧一中東エリア（平成 29年～着工可能） 

 土地利用の目標 

大規模なサービス施設等が立地するエリアを目指す。 

 施設の配置・誘導方針 

宿泊施設や大規模なサービス施設等を誘導 

 

（参考）鷲神浜エリア（平成 29 年～着工可能） 

 土地利用の目標 

大規模な事務所等が立地するエリアを目指す。 

 施設の配置・誘導方針 

幹線道路沿い：沿道型の大規模施設(事業所やガソリンスタンド等)を誘導する。特に、

産業・観光軸（国道 398 号）沿いには、釣具店、船具販売店等を誘導  
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図 5 計画区域内の土地利用計画 

出典：テナント型商店街基本計画(平成 26 年 7 月)  
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【 計画区域の用途、及び周辺地域含む都市計画の内容 】 
当街区域内及び周辺地域は、次の用途地域の都市計画が定められており、まちなか再生

計画の区域は、現状では「商業地域」、「第一種住居地域」の指定となっている。 

 

表 1 都市計画(用途地域)の指定状況 

 用途地域 建ぺい率／容積率 

まちなか再生計画の区域 

（にぎわい拠点） 

商業地域 

（現在、変更協議中） 

80／400 , 60／200 

（現状の指定数値を示す）

公共施設エリア 

（p6 図 4 参照） 
第一種住居地域 等 60／200 等 

観光交流エリア 

（p6 図 4 参照） 
商業地域 80／400 

 

 

 

図 6 都市計画(用途地域)の指定状況 

  

まちなか再生計画の区域
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まちなか再生計画の区域の一部において、一団地の津波防災拠点市街地形成施設の都市

計画が決定されている。その中で、土地利用区分は、公共的施設 B の区分がなされている。

また、2 号道路(プロムナード)が位置づけられている。 

 

表 2 都市計画(一団地の津波防災拠点市街地形成施設)の指定状況 

ゾーン区分 土地利用区分 面積(ha) 施設内容 

行政・文化ゾーン 公益的施設Ａ 約 2.1 町役場等 

女川の顔ゾーン 

公益的施設Ｂ 約 4.4

約 1.1 地域交流施設、交通広場、駐車場等 

にぎわいゾーン 

約 1.3 

店舗、銀行・郵便局等 

約 2.0 

― 公共施設 約 1.1 
幹線道路、地区内幹線道路、 

歩行者専用道路 

都市計画決定面積 約 7.6  

 

 

 

図 7 女川浜地区 一団地の津波防災拠点市街地形成施設の都市計画の指定状況 

出典：女川浜地区一団地の津波防災拠点市街地形成施設 都市計画説明用資料(平成 25 年 10 月) 

  

まちなか再生
計画の区域 
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(２) 施設等配置計画 

① 女川町中心部の施設配置計画 

女川町の中心部には、以下に示す施設整備が計画されている。 

 

≪まちなか再生計画区域≫ 

ア) 駅前エリア 

集客拠点施設：テナント型商業施設、（仮称）物産センター、（仮称）水産業体験施設       

生活利便施設：金融機関、民間商業施設（小売、飲食、サービス業） 

公園・緑地等：プロムナード 

公共施設  ：（仮称）地域交流センター 

 

イ) 医療センター北エリア 

民間商業施設（コンビニエンスストア、釣具店、宿泊施設等） 

 

ウ) 旧一中東エリア 

民間商業施設（宿泊、飲食、娯楽施設等） 

 

≪その他周辺部に配置される施設≫ 

集客拠点施設：ゆぽっぽ（温浴施設）、(仮称)フューチャーセンター 

公共施設  ：町役場、保健センター、子育て支援センター、(仮称)生涯学習センター 

公共交通機関：ＪＲ女川駅、離島航路ターミナル 

公園・緑地等：駅前広場、(仮称)メモリアル公園、(仮称)海岸公園 

医療福祉施設：地域医療センター（既存施設） 

学校    ：小・中学校、放課後児童クラブ 

住宅(高台) ：災害公営住宅、自力再建住宅 
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図 8 女川町中心部の施設配置計画 

出典：テナント型商店街基本計画（平成 26 年 7 月）をもとに作成  
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② 住宅等整備計画 ≪住宅整備は区域外のみ≫ 

女川町では、女川町中心部土地利用計画(案)及び住宅配置計画(案)に基づき、まちなか

再生計画の区域を取り囲む高台に、自力再建者用の宅地整備と災害公営住宅の整備を行う

計画となっている（図 9 参照）。また、次頁の表 3に整備が想定される住宅戸数を示す。 

なお、盛土造成宅地は、供給数が決定していないため、地区名と時期のみを表記する。 

 

図 9 女川町住宅配置計画図 

  

運動場西 
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表 3 女川町住宅等配置計画一覧 

【災害公営住宅】 

入居時期 地区 戸数 

平成 26 年度 上期 陸上競技場跡地【集合】 200 戸 

平成 27 年度 
上期 内山【戸建】 10 戸 

下期 石浜【戸建】 24 戸 

平成 28 年度 

上期 

女川駅北（学校下）【集合】 125 戸 

荒立・大道①【集合】 12 戸 

桜ヶ丘【戸建】 11 戸 

下期 

ずい道【集合】 135 戸 

清水・日蕨【集合】 19 戸 

荒立・大道③【集合】 75 戸 

西区【戸建】 25 戸 

平成 29 年度 

上期 
西区【集合】 54 戸 

荒立・大道②【戸建】 18 戸 

下期 
宮ケ崎【戸建】 76 戸 

小乗浜【戸建】 11 戸 

小計 795 戸 
 

【自力再建用宅地】 

宅地供給時期 地区 戸数(区画) 

平成 26 年度 
上期 

荒立西 31 戸 

荒立東 7 戸 

下期 内山 15 戸 

平成 27 年度 下期 

運動場西 29 戸 

女川 64 戸 

旭が丘 31 戸 

ずい道 5 戸 

桜ケ丘、石浜、女川駅北（学校下） ― 

平成 28 年度 上期 
清水・日蕨 9 戸 

荒立・大道、西区 ― 

平成 29 年度 

上期 小乗浜 7 戸 

下期 

宮ケ崎 31 戸 

荒立東 7 戸 

清水・日蕨、小乗浜 ― 

平成 30 年度 上期 堀切山 26 戸 

小計 262 戸 

総計（災害公営住宅＋自力再建） 1,057 戸 
 

【年度別供給数】 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

災害公営住宅 200 0 10 24 148 254 72 87 0 0 

自力再建 38 15 0 129 9 0 7 38 26 0 

小計 238 15 10 153 157 254 79 125 26 0 

合計 253 163 411 204 26 

出典：第 10 回復興まちづくり説明会資料（平成 26 年 4 月実施）をもとに作成 
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③ 公共施設等整備計画 

女川町では、女川町中心部土地利用計画(案)及び女川町中心部公共施設配置計画(案)に

基づき、まちなか再生計画区域に近接する高台に、日常的な利用が見込める公共施設を集

約配置しており、商業施設への波及効果も見込める配置としている。（図 8参照） 

また、まちなか再生区域内に整備される商業施設は、比較的頻度の高い L1 津波に対して

は浸水しないが、L2 津波に対して浸水するエリアであることから、L2 津波に対する中心部

の避難場所としての活用も想定した配置としている。 
 

≪まちなか再生計画区域≫ 

（仮称）地域交流センター 

≪その他周辺部に配置される公共施設≫ 

高台：町役場、保健センター、子育て支援センター、(仮称)生涯学習センター、 

ＪＲ女川駅、小・中学校、放課後児童クラブ 

浸水（一部浸水）：離島航路ターミナル、地域医療センター（既存施設） 

 

④ 区域内の商業施設配置の方針 

区域内の土地利用計画を踏まえ、商業施設の配置方針は、以下のとおりである。 

ア) 駅前エリア 

 導入する施設 

テナント入居する施設：テナント型商業施設、(仮称)物産センター 

民間によるプロジェクト施設：（仮称）水産業体験施設 

個別事業者が再建する施設（個別再建街区 1）：金融機関等の生活利便施設、商店街形成

に寄与する業種(物販、サービス、飲食店等) 

 

 配置の考え方 

【プロムナード沿道】 

プロムナードは、女川町の中心市街地のシンボルとして位置付けられた場所であり、日

常生活及び観光の重要拠点であることから、その沿道は、集客拠点施設であるテナント型

商業施設、(仮称)物産センター、(仮称)地域交流センターを配置し、町の顔としての設え

を整える。 

プロムナードは、JR 女川駅や(仮称)メモリアル広場からの女川湾や駅舎への眺望を確保

するために計画した歩行者専用道路であり、景観に配慮した施設計画を行う。 

 

【エリア外周道路沿線】 

都市計画道路駅前清水線は、高台居住の町民利用が中心である道路となるため、日用利

便性の高い金融機関を配置する。 

国道 398 号沿道は、観光客の集客が見込めるため、(仮称)水産業体験施設、(仮称)物産

センター等の集客拠点を配置する。 

幹線道路からアクセスしやすい位置に駐車場を配置し、その駐車場は、日常利用のアク

セス性を高めるため、施設ごとにある程度まとまりを持たせながら、エリア内に分散配置

する。 
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イ) 医療センター北エリア 

 導入する施設 

個別事業者が再建する施設（個別再建街区 3）：中小規模の事務所、海に面した沿道には、

釣具店、船具販売店、宿泊施設 

 

 配置の考え方 

駅前エリアとは幹線道路(堀切山駅前線)で分断されているため、就業の場としての個別

再建を想定している事務所機能を集約する。商業事業者が所有する土地を換地により配置

する。なお、早期再建意思のある事業者を中心に沿道配置する。 

国道 398号沿道は、観光客の集客が見込めため、宿泊施設や釣具店等の店舗配置を行う。 

 

ウ) 旧一中東エリア 

 導入する施設 

個別事業者が再建する施設（個別再建街区 2）：娯楽、宿泊等の施設 

 

 配置の考え方 

観光客の主要動線である国道 398 号に面した街区であり、漁港に近いことから、漁港利

用者や観光客の利用する比較的規模の大きな施設の配置を行う。 

 

図 10 区域内の施設配置計画 

出典：テナント型商店街基本計画（平成 26 年 7 月）  
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(３) 街路等整備の方針と来街者動線計画 

a 女川町中心部の街路等の計画（交通計画） 

女川町は、中心部の街路計画に基づき、広域幹線道路、地域内幹線道路、その他の主要

道路のネットワークを踏まえ、周辺都市からの車両アクセスや地域内の車両・公共交通・

徒歩による動線（交通施設）を以下の通り計画している。 

また、JR 女川駅、離島航路ターミナルの 2 つの施設により、鉄道や船によるアクセス性

を確保する計画としている。 

 

1) 都市間をネットワークする動線 

石巻市の中心部や三陸自動車道と女川町中心部をネットワークする動線として、広域幹

線道路の国道 398 号を位置付ける。 

周辺より主観光客を集客する動線とする。 

女川町の中心市街地の範囲では、ゆとりある歩道空間を確保し、沿道土地利用と一体と

なったシンボリックな街路空間を形成する。 

 

2) 地域間をネットワークする動線 

ＪＲ女川駅や公共施設等の集客拠点施設の立地するエリア間をネットワークするための

動線として、地域幹線道路を位置付ける。 

幹線道路は、主に車両交通、公共交通、歩行者交通の動線とする。 

ゆとりある歩道空間を確保し、沿道施設と一体となったシンボリックな街路空間を形成

する。 

 

3) 地域間をネットワークする動線（補完的なネットワーク） 

清水地区・総合運動場と女川港（観光交流エリア）とのネットワークや、住宅地内をル

ープする主要ルートとなる動線を整備する。 

主要道路は、主に車両交通、公共交通、歩行者交通の動線とする。 

沿道の土地利用と調和したうるおいある街路景観を形成する。 

 

4) 女川町内をネットワークする動線 

女川町中心市街地と女川町内をネットワークする動線を整備する。 

町内間の主要道路は、主に車両交通の動線とする。 

 

5) 交通結節点となる施設 

JR 女川駅を整備し、鉄道による広域ネットワークを確保する。 

離島航路ターミナルを整備し、航路により、町内の離島地域とのネットワークを確保す

る。 
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図 11 女川町中心部 街路等の計画 

出典：女川浜地区一団地の津波防災拠点市街地形成施設 都市計画説明用資料（平成 25 年 10 月）

をもとに作成 
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b まちなか再生計画の区域へのアクセス計画 

1) 公共交通機関によるアクセス 

交通結節点を JR 女川駅に一本化し、広域ネットワークと町内のネットワークの役割分担

を行う。JR 石巻線、ミヤコーバスは、広域都市間交通として位置付け、町民バス、離島航

路は町内の地域内交通として機能させる。 

 

 ＪＲ石巻線 

女川町と石巻市及び仙台市の広域都市間交通の主要な交通手段として位置づけられる。 

仙石線の東北本線乗り入れにより、鉄道による仙台圏への都市間交通が充実するため、

広域交通の中心的な役割を果たす。また、JR 女川駅を、地域内交通との結節点として機能

させる。 

 

 ミヤコーバス 

ミヤコーバス女川線は、唯一の石巻市との広域的なバス路線として位置づけられる。 

交通結節点を JR 女川駅に一本化し、地域内交通としての町民バスとの役割分担や連携を

図る。 

 

 町民バス 

町民バスは、地域内交通として位置づけられる。 

町民バスは 3 ルート想定されている。 

・中心部の公共施設を循環する町内循環便 

    ・JR 女川駅と半島部の各浜をカバーする北浦便と五部浦便 

  



 

20 

2) 自動車によるアクセス 

当区域では、幹線道路(国道 398 号、都市計画道路駅前清水線、都市計画道路堀切山駅前

線)を自動車による主要なアクセス経路とし、幹線道路からアクセスしやすい位置に駐車場

を配置する。特に国道 398 号は、観光客の主要動線となることが想定されることから、沿

道には、(仮称)物産センターの利用者等を想定した駐車場を配置する。 

一方、駅前清水線や堀切山駅前線は、町民の日常生活の主要動線となることが想定され

ることから、沿道には、商店街や(仮称)地域交流センターの利用者等を想定した駐車場を

配置する。 

 

 

図 12 区域の中心部エリアへのアクセス計画（自動車） 

  



 

21 

3) 徒歩等によるアクセス 

当エリアを囲む高台住宅地や公共施設からは、徒歩によるアクセスを想定する。 

エリアの西側、南側に位置する住宅地や公共施設(JR 女川駅、ゆぽっぽ、町役場、(仮称)

生涯学習センター、小中学校、地域医療センター)からは、プロムナード西端を主なアクセ

スポイントとし、そこに至るまでの幹線道路への歩道や横断歩道の整備、プロムナードと

沿道施設の施設計画によるエリアの顔づくりを行う。エリアの北側に位置する住宅地や総

合運動公園からも、プロムナード西端を主なアクセスポイントとする。 

エリアの東側には、（仮称）メモリアル公園や女川港が位置している。メモリアル公園は、

町民の散策や観光客の回遊を想定した計画とされており、プロムナード東端を主なアクセ

スポイントとし、国道 398 号への歩道の整備や、国道 398 号をアンダーパスするボックス

カルバートの設置を行う。 

また、市場や休憩岸壁から漁船の乗組員がゆぽっぽ(温浴施設)や飲食店を利用するため

プロムナードを利用して中心部へアクセスする。 

 

 
図 13 区域の中心部エリアへのアクセス計画（徒歩）  
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c まちなか再生計画の区域内の歩行者動線計画 

1) 歩行者の回遊範囲の設定 

まちなか再生計画の区域のうち、中心部エリアでは、歩行者を優先する街路線形・舗装

デザインを計画する。プロムナードは、JR 女川駅と(仮称)メモリアル公園・観光交流エリ

アとを結ぶシンボル軸であり、歩行者専用道路として、にぎわい形成の拠点としての役割

を持たせる。エリア外縁部の駐車場や JR 女川駅を回遊の出発点とし、プロムナードを中心

とした範囲を、楽しく安全、快適に回遊・滞留できる計画とする。 

 

図 14 区域の中心部エリアへのアクセス計画（幹線道路と駐車場位置の考え方） 
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2) 歩行者動線 

プロムナード沿道は、テナント型商業施設、（仮称）物産センター、（仮称）地域交流セ

ンターの集客拠点施設と高齢者を中心に生活利用度の高い施設である郵便局を配置する。

集客拠点施設や駐車場からの配置から、「つなぎの広場」を主に観光客の、「ファクトリー

リテールエリア」を町民及び観光客のたまり場空間として整備する。プロムナードと並行・

直行する通路・路地等により、エリア全体の回遊性を高める。 

 

 平日の主要動線 

図 15 区域の中心部エリアにおける歩行者動線計画(平日) 

主要な利用施

設と利用者 

町民利用が中心で、テナント型商業施設、金融機関、(仮称)地域交流センター

が主な利用施設 

利用者の主要

な動き（駐車場

等からのアク

セス） 

店舗に近接する駐車場と店舗の直線的な移動（南北方向）が中心であり、プロ

ムナード沿い（東西方向）の動線はさほど大きくない 

○町民（テナント型商業施設利用が主な目的） 

・買物客はテナント型商業施設駐車場や個別再建街区駐車場を主に利用 

・ランチ時など飲食客は、個別再建街区駐車場や(仮称)物産センター駐車場を

利用 

○町民（各拠点施設の利用が主な目的） 

・地域交流センターは、にぎわい拠点駐車場②を主に利用 

・金融機関の敷地内駐車場を主に利用 

・温浴施設（ゆぽっぽ）、(仮称)フューチャーセンターは、駅裏駐車場を利用

・上記施設の利用者の一部は、テナント型商業施設も利用 

○その他（漁船乗組員） 

・漁船乗組員が休憩岸壁や市場より徒歩でアクセス 

 温浴施設（ゆぽっぽ）、コインランドリー、飲食店等のプロムナード沿いの

施設を利用 
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 休日の主要動線 

図 16 区域の中心部エリアにおける歩行者動線計画(休日) 

主要な利用施

設と利用者 

観光客の利用が中心で、(仮称)物産センター、(仮称)メモリアル広場、(仮称)
水産業体験施設、テナント型商業施設が主な利用施設 

利用者の主要

な動き（駐車場

等からのアク

セス） 

プロムナード沿道の各施設を起点とし、プロムナード（東西方向）の動線が形
成され、沿道に配置された施設を相互にアクセスする 
○観光客（個人・グループ） 
・観光交流エリアの駐車場を利用し、(仮称)メモリアル公園で遊び、プロムナ

ードへアクセスし各施設を利用 
・(仮称)物産センターを目的に訪れた観光客は、(仮称)物産センター駐車場に

駐車し、(仮称)物産センターを利用、その一部は、利用前後に、プロムナー
ド沿道施設や(仮称)メモリアル公園を利用 

・ランチは、テナント型商業施設内のフードエリア、個別再建街区の飲食店、
広場等で行うバーベキュー施設等を利用 

・(仮称)水産業体験施設の利用者は、施設内もしくはにぎわい拠点駐車場②を
利用し、水産業体験終了後に各施設を利用 

○観光客（団体） 
・(仮称)物産センターを目的に訪れる大型バスは、周辺施設への誘導を考慮し、

主ににぎわい拠点駐車場②を利用 
・自由行動時間中にプロムナードを散策し、各店舗や広場を利用 
○余暇を過ごす町民及び近隣住民（石巻市、仙台市等からの日帰り） 
・昼食にバーベキュー等を楽しむ家族連れが物産センター駐車場、観光交流エ

リア駐車場を起点にし、(仮称)メモリアル公園で余暇時間を過ごす 
・にぎわい拠点駐車場①、②を利用し、プロムナードで実施しているイベント

に参加、その後プロムナードを散策し、各店舗や広場を利用 
・にぎわい拠点駐車場②を利用し、(仮称)地域交流センターで、町民が 1日ゆ

ったりと読書や会話を楽しむ 
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４ 施設等整備計画 

(１) 住宅等整備計画（p13 再掲） 

女川町では、女川町中心部土地利用計画(案)、及び住宅配置計画(案)に基づき、再生計

画の区域を取り囲む高台に、自力再建者用の宅地整備と災害公営住宅の整備を行う計画で

ある。(p13 図 9 参照) 

 

(２) 公共施設等整備計画（p15 再掲） 

女川町では、女川町中心部土地利用計画(案)、及び女川町中心部公共施設配置計画(案)

に基づき、まちなか再生計画の区域に近接する高台に、日常的な利用が見込める公共施設

を集約配置しており、商業施設への波及効果も見込める配置である。（p12 図 8 参照） 

■まちなか再生計画区域内に整備される公共施設の整備概要 

【（仮称）地域交流センター 】 
まちなか再生計画区域内に整備される「(仮称)地域交流センター」は、現状で不足して

いる町民の復興活動拠点施設として活用できるように整備を行う。 

復興期は、町民が集い復興の方針を語り、復興後は、町の中心部の「にぎわいの拠点施

設」として活用できる施設として整備する。 

 

 コンセプト  

居心地の良い、まちの居間となる、賑わい交流拠点 

 

様々な人々が自然と訪れ、集まり、くつろぎ、交流し、活動する場所となり、この場所

で活動する人々のエネルギーが、まち全体のにぎわいを高めていく、女川町の復興まちづ

くりの拠点施設を目指す 

 

 導入機能の基本的な考え方 

・町民や観光客等の大人数が一度に集まり、活動することのできる機能を確保 

・少人数のグループ等が、趣味や社会活動、余暇活動などを行うことのできる機能を確保 
・子どもから大人までが体を動かし、自由に遊ぶことのできるスペース、また、イベント

のメインステージとなる機能を確保 

・町民等がふらっと来て休んだり、読書や勉強をしたり、様々な情報に触れたり、集まっ

て気軽におしゃべりを楽しんだりする機能を確保 

・女川町中心部の復興まちづくりを牽引し、復興まちづくりの協議や情報発信を行う、震

災と復興を広く発信していく機能を確保 
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図 17 地域交流センターの計画概要（施設コンセプトおよび導入機能） 

出典：（仮称）地域交流センター基本計画（平成 26 年 5 月） 

 

表 4 (仮称)地域交流センター利用者見込数 

利用見込分野 
利用見込数

(人) 
想定の考え方 

①周辺公共施設等 35,563 
従前の「生涯教育センター」（被災により閉館）の利用状

況より、周辺公共施設利用者の当該施設利用者数を想定 

②旧公民館利用 6,967 旧公民館利用者が利用 

③社会教育主催事業 6,385 

高台のシビックコア地区に再建する(仮称)生涯学習セン

ターとの機能分担を行い、「交流を促進する事業」を当施

設で実施予定 

H21 年度実績より機能を整理して利用者数を想定 

④保健主催事業 487 
今後、当施設での実施を予定している事業 

⑤社会福祉協議会事業 841 

⑥被災・まちづくり見学 7,921 
将来、情報交流館の機能を当施設へ移転予定 

情報交流館(仮設)の利用者から想定 

⑦既存イベント 26,500 

震災前からのイベントのうち、プロムナードで実施予定の

イベント利用数から想定 

今後は、新たなイベント開催も予定(人数は算入しない) 

合計 84,664  
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(３) 商業施設等整備計画 

① 商圏の現状と今後の動向 

イ 整備予定がある商業施設等が需要として想定する商圏の範囲、規模（圏内の人口・

世帯数、購買力等）、構造等について、震災前及び現在の状況、今後の見通し等 

【 商圏の範囲 】 
次のフローにより、商圏の範囲を設定する。 

 

a 女川町商業地の立地環境 

1) 女川町商業地の立地環境 

女川町は、3 方を石巻市に囲まれ、1方は海に面する立地である。国道 398 号及び JR 石

巻線により、石巻市とネットワークされており、町内の離島とは離島航路によりネットワ

ークされている。震災前の公共交通の利用者数は、以下の通りである。 

 鉄道旅客数の状況 

平成 22 年時点で、JR 女川駅の一日平均乗客数は 314 人であった。 

年間総数 114,160 人の内訳は、定期券利用者 65,980 人、一般利用者 48,180 人で、定期

券利用者の割合が多い。 

鉄道分担率は、10.6%であり、周辺自治体と比較しても高い水準であった。鉄道利用者は

微減傾向であった。（東日本旅客鉄道(株)石巻駅調） 

JR 石巻線は、一日 11 本、ピーク時に時間当たり 2本が運行されていた。女川～小牛田

間の運転の他、女川～石巻の区間運転も行われていた。（運輸政策研究機構運輸政策研究所

資料） 

 バス路線の運行状況 

平成 22 年時点で、バス路線は 3 路線（JR 石巻駅前～女川日水前が 2路線、女川日水前

～指浜が１路線）が運行されていた。 

JR 石巻駅～女川日水前は一日 12.5 回運行され、年間輸送人員は 100,107 人、乗車密度

は約 3人／台であった。（宮城交通(株)調） 

 離島航路旅客数の状況 

平成 22 年時点で、運航回数 2,359 回、旅客数 71,265 人、運賃収入 52,832,000 円であっ

た。運航回数は年間 2,300～2,500 回、旅客数は 7万人前後、運賃収入は 5,300 万円前後を

推移していた。（企画課調） 

2) 周辺における大規模店舗等の分布状況 

女川町には、大規模店舗が存在しない。しかし、女川町に隣接する石巻市内には、複数

の大規模商業施設が立地している。 

石巻市から女川町へ入る国道 398 号の沿道には、店舗面積 18,000 ㎡を超えるイオンショ

ッピングセンターが立地しており、石巻市民が女川町へ買物に訪れることは想定しにくい。

また、女川町民も、石巻市からの帰宅途中に大規模商業施設に立寄り買い物を行うことが

想定される。 

女川町商業地と周辺自治体との位置関係

（周辺自治体からの来客可能性） 

・交通環境 

・大規模店舗等の立地状況 

女川町商業地の

商圏範囲の設定 
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3) 仮設商店街の状況 

図 18 に示すように、女川町の主要な仮設商店街は、きぼうのかね商店街とコンテナ商店

街である。 

図 18 女川町周辺の大規模店舗等の分布状況（図出典：地図データ©2014 Google, ZENRIN） 

 
ショッピング 
センター名 

所在地 開業年月 駐車場台数 店舗面積 店舗数等 立地環境 参考

１ イオンモール石巻 
石巻市蛇田
字新金沼
170 番地 

2007 年 
3 月 

2,600 台 36,323 ㎡
イオン石巻店と 115
の専門店 

三陸自動車道石巻
河南 IC 付近 

１）

２ 
イオン石巻東ショッピ
ングセンター 

石巻市流留
字七勺1番1 

2005 年 
7 月 

1,350 台 18,963 ㎡
イオンスーパーセ
ンターと 30 の専門
店 

国道 398 号沿道 ２）

３ 
河北アゼリアプラザ（イ
オンタウン河北ショッ
ピングセンター） 

石巻市成田
一本杉４１  

1999 年 
4 月 1日 

600 台 9,510 ㎡ 15 店舗 
三陸自動車道河北
IC 付近（国道 45
号沿道） 

１）

４ イオンタウン矢本 
東松島市小
松字上浮足
43 番地 

2003 年 
4 月 1日 

1,076 台 13,633 ㎡
マックスバリュと
24 の専門店 

三陸自動車道矢本
IC 付近 

２）

５ イオンタウン矢本Ⅱ期 
東松島市小
松字谷地地
内 

2013 年 
8 月(予定)

189 台 2,923 ㎡  
三陸自動車道矢本
IC 付近 

３）

６ ヨークタウン石巻中里 
石巻市南中
里二丁目 9
番 13 号 

2011 年 
11 月 

177 台 
約 4,000

㎡

ヨークベニマル、ド
ラッグストアチェ
ーン・サンドラッ
グ、ヤマト屋書店の
３店舗 

石巻バイパス沿道 ５）

７ 
ヨークベニマル大街道
店 

石巻市大街
道東1丁目3
番 21 号 

1962 年 
10 月 1日

445 台 4,845 ㎡  国道 398 号沿道 ２）

８ 
イトーヨーカドー石巻
あけぼの店 

石巻市あけ
ぼの 1-1-2 

1996 年 
6 月 26 日

1,000 台 10,194 ㎡  
三陸自動車道石巻
河南 IC 付近 

４）

１） 一般社団法人 日本ショッピングセンター協会 ホームページ 
http://www.jcsc.or.jp/data/popup/sclist2012_04.html 

２） 宮城県商工経営支援課ホームページ http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/syokeisi 
３） 日本全国スーパーマーケット情報ホームページ http://super.ffa15.com/shop044671.html 
４） イトーヨーカドー石巻あけぼの店ホームページ 

http://blog.itoyokado.co.jp/shop/173/index.html 
５） ダイヤモンド・フリードマン社ホームページ http://www.dfonline.jp/articles/-/814

きぼうのかね商店
街

コンテナ商店街
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b 商圏の設定 

女川町周辺の大規模店舗の立地状況を踏まえると、近隣の石巻市から女川町内へ買回り

品等を買いに来街することはあまり想定できない。一方、女川町民や女川町の就業者にと

っては、住まいや職場から最寄りの商業集積地が女川町の中心部であることにも変わりが

ない。そのため、女川町に立地する商業施設の商圏は、女川町内を基本に設定することが

妥当と考えられる。 

なお、震災前後での消費購買動向※1は、地元購買率が若干ではあるが増加の傾向（最

寄品が3.5％増加 平成20年⇒平成24年）を示しているため、商業施設を早期に復興させ、

利用者ニーズを反映させれば、さらなる地元利用者の定着が図れると考えられる。 

また、今後は、女川町の資源や魅力を活かしたまちづくりを実現し、町内外の交流人口

増や町外からの観光客増を図ることで、さらなる町の産業活性化を目指すものである。 

 

※１「宮城県の商圏・消費購買動向調査報告書(平成 25 年 3 月)」

 

≪商圏の状況把握≫ 
次のフローにより、商圏状況を把握する。 

 

図 19 女川町商業地の商圏状況の把握フロー 

 

１）人口・世帯数の状況 

女川町の人口・世帯数は平成 25 年 7 月時点で、人口 7,704 人、世帯数 3,334 である。 

平成22年時点で人口10,051人、世帯数3,968戸であり、震災前後で人口が約2,300人(約

23.3％減少)、世帯数が 600 世帯（約 16.0％減少）減少した。 

高齢化率は高く、平成 22 年時点で 65 歳以上の人口が 33.6％であった。 

 

 

表 5 国勢調査による人口・世帯数等の推移 

 

  

商圏（女川町）の人口・世帯数 

→女川町常住の人口・世帯数の状況 

昼間人口の状況 

→就業・就学による人口流出入の状況 

購買力の状況 

→世帯当たり消費額からの購買力の状況

女川町商業地の

商圏状況の把握 
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図 20 年齢別 3区分別人口割合の推移（国勢調査） 

 

2) 昼間人口の状況 

平成 22 年時点で、女川町常住の就業・就学人口は 5,278 人であり、そのうち 1,386 人が

町外で就業・就学していた(流出人口)。一方、町外常住者の女川町での就業・就学者数は

2,437 人であり(流入人口)であり、夜間人口に対して昼間人口がやや多い状況であった。 

流出入先別に見ると、当町で従事通学する流出者の 1,386 人のうち、石巻市への流出が

1,052人（78％）と多い。同様に流入先別にみると、石巻市からの流入者が2,437人（84.6％）

と多く、流出入先とも石巻市との関係が強い町である。 

 

図 21 平成 22 年国勢調査女川町の流出・流入人口（就業者・通学者） 

  

流出人口流入人口 
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3）購買力の状況 

世帯当たり・月当たりの消費額を見ると、震災前の平成 22 年で 95,415 円/月、震災後の

平成 25 年 88,865 円/月であった（家計調査から、食料・外食・衣料・教養・娯楽を抽出：

「東北地方」のデータを使用）。 

平成 22 年と平成 25 年で約 7,000 円/月程度（約 6.9％減少）の減少が見られた。項目別

には、食料は 44,000 円/月程度で推移しているが、外食費、教育及び娯楽費が減少し、家

具・家事用品に増加が見られた。外食費や教養および娯楽費は震災の影響により支出を控

えていると想定される。 

 

表 6 家計調査における世帯当たり・月当たりの消費額の推移（東北地方） 

 

  

小計 食料 外食費 家具・家事用品 被服及び履物 教養及び娯楽
平成22年 95,415 44,769 9,742 7,773 8,639 24,493
平成23年 91,623 46,463 8,781 7,574 8,053 20,751
平成24年 89,484 43,471 8,726 7,949 8,400 20,938
平成25年 88,865 44,138 8,544 7,976 8,016 20,192
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【 開発ボリュームの設定 】 
開発ボリュームについては、従前の商業施設の規模を前提として、将来の人口等を考慮

して設定する。また、被災直前の商業施設の店舗面積が不明であるため、商業統計調査の

小売業の売場面積等を利用して、整備規模の適正について確認する。 

 

■被災前の小売業の売場面積 

商業統計調査(平成 19 年度)より小売業の売場面積は 9,387 ㎡ （156 店舗） 

 ⇒1 店舗当たりの平均売場面積は約 60.2 ㎡ （売場面積を 60 ㎡で設定） 

  

■整備が想定される商業施設の店舗面積 

復興事業で整備される店舗面積を個別事業者の意向等を踏まえて整理すると以下のとお

りとなる。 

 

１．テナント型商業施設の店舗面積 1,832 ㎡（内小売業 988 ㎡） 

・デイリーエリア        538 ㎡ （内小売業 488 ㎡） 

・フードエリア         408 ㎡ （内小売業  0 ㎡） 

・ファクトリーリテールエリア   886 ㎡  (内小売業 500 ㎡) 

      

   ２．（仮称）物産センターの想定店舗面積 410 ㎡（内小売業 410 ㎡） 

 

   ３．地元スーパーマーケット 1,000 ㎡（内小売業 1,000 ㎡） 

従前の規模を想定 1,000 ㎡ 鷲神浜地区に出店予定 

 

   ４．個別再建事業所 10,900 ㎡（内小売業 1,200 ㎡） 

・駅前エリア 2,800 ㎡（内小売業 600 ㎡） 

  金融機関   1,500 ㎡  【4 店：既存店舗を想定（震災前地図より計測）】 

  商業店舗   1,300㎡    【13店(内小売業6店)：1店当たり100㎡を想定 】 

・医療センター北エリア 5,900 ㎡（内小売業 500 ㎡） 

商業店舗    1,000㎡   【10店(内小売業5店)：1店当たり100㎡を想定 】 

     電力ビル   2,400 ㎡   【3F 建てを想定 】 

     葬祭場    1,000 ㎡   【既存施設と同等程度を想定】 

         宿泊施設   1,500 ㎡  【想定】 

・旧１中東エリア 2,200 ㎡（内小売業 100 ㎡） 

   商業店舗    100㎡   【1店(内小売業1店)：1店当たり100㎡を想定 】 

         宿泊施設   1,500 ㎡  【想定】 

        娯楽施設    600 ㎡  【想定】 

     上記１.～４．  計 14,142 ㎡ 

 

＜内訳＞ 小売業        3,598 ㎡ 

飲食、サービス    2,044 ㎡  

上記店舗   計   5,642 ㎡ 

それ以外の店舗    8,500 ㎡ 

 

まちなか再生計画の区域内で想定できる小売業の店舗面積は、3,598 ㎡である。バックヤ

ード等で必要な面積を 1 割程度と想定すると、小売業の売場面積は、3,238 ㎡となる。 
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将来の商業量を設定するために、以下の数値を用いて想定する。 

   

＜設定条件＞ 

・平成 19 年度の商品販売額 6,525 百万円 

・平成 17 年の女川町の人口 10,723 人（国勢調査の結果） 

・1人当たりの消費額＝商品販売額（平成 19 年度）／人口（平成 17 年） 

          ＝6,525 百万円／10,723 人 

          ＝60.85 万円／人 

・将来人口（平成 26 年 10 月 31 日現在） 7,197 人 

（将来人口は、現在の人口とした） 

・将来購買力は、平成 22 年から平成 25 年の消費額の増減率を加味して算出 

 消費額増減率（H22/H25）＝88,865/95,415＝0.9314 

将来購買力＝平成 19 年度の 1人当たりの消費額×将来人口×消費額増減率（H22/H25） 

      ＝60.85 万円／人×7,197 人×0.9314 

      ≒4,079 百万円 

 

◎小売業の売場面積の上限値の設定 

小売業の売場面積の上限値＝平成 19 年度の小売業の売場面積×将来購買力/平成 19 年度

の商品販売額 

            ＝9,387 ㎡×4,079 百万円/6,525 百万円 

            ＝5,868 ㎡ 

 

既に再開している小売業の店舗数は p38 の表 9 より 11 店舗であることより 

11 店舗×60 ㎡＝660 ㎡ 

の売場面積が整備済みと設定する。 

（60 ㎡は、平成 19 年度の商業調査の結果より算出した平均売場面積） 

 

よって、今後整備可能な小売業の売場面積は、5,868 ㎡-660 ㎡＝5,208 ㎡となる 

 

現在、想定している小売業の売場面積は、3,238 ㎡であるため、上限値の約 62％であり過

剰整備とはならない。 

サービス業（飲食業を含む）及びその他業種は、現状において新規出店計画を有している

事業者は、テナント型商業施設の入居者に限られており、このエリア以外の出店数は少ない

と想定され、また従前の町内事業者の再建が大部分を占めるものであるが、震災後は、小売

業、サービス業の事業者数が 43 事業所減少（14％減少）していることを踏まえると、現在

計画している施設により供給過剰となるとは考えにくいため、p42 に示すテナント型商業施

設の整備を行うこととする。 
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ロ 当該商圏内で営業する主要な小売商業・サービス業者等の店舗、仮設店舗、開店・

出店が予定されている店舗等の立地状況について、震災前及び現在の状況、今後の

見通し等 

【 震災前の店舗の立地状況 】 

a 町内事業所の業種構成 

事業所数では、卸売業・小売業（29％、189 件）が最も多く、宿泊業・飲食サービス業

（17％、112 件）、製造業（11％、75 件）、建設業（11％、69 件）の順となっていた。 

 

 

図 22 女川町内の事業所割合（平成 21 年経済センサス） 

 

表 7 女川町の商業関連の事業所数・従業員数 
卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス

業、生活関連サービス業・娯楽業の内訳 
事業所数 従業者数 

うち 

民営事業所数 

うち 

民営従業者数 

各種商品卸売業 1 6 1 6

繊維・衣服等卸売業 - - - -

飲食料品卸売業 17 222 17 222

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 6 36 6 36

機械器具卸売業 5 9 5 9

その他の卸売業 7 22 7 22

各種商品小売業 - - - -

織物・衣服・身の回り品小売業 12 30 12 30

飲食料品小売業 75 247 75 247

機械器具小売業 15 38 15 38

その他の小売業 49 195 49 195

無店舗小売業 2 7 2 7

宿泊業 60 257 60 257

飲食店 45 116 45 116

持ち帰り・配達飲食サービス業 7 37 5 24

洗濯・理容・美容・浴場業 34 58 34 58

その他の生活関連サービス業 3 11 2 10

娯楽業 1 13 - -

（平成 21 年経済センサスより） 
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b 商業等施設の整備状況 

震災前の女川町中心市街地では、主要商業・サービス業等に係る店舗として、建築面積

1,000 ㎡以上の商業施設が１件、金融機関等が 6件（郵便局 1件、銀行 3件、生命保険 2

件）、観光型商業施設が１件立地していた。また、宿泊施設が 16 件立地していた。 

上記を除き、商業用途に利用されている建物棟数は 193 棟（付属屋等含む）、総建築面積

は約 24,000 ㎡であった。 

 

表 8 女川町の中心市街地の商業等施設の状況 

区分 建物棟数 
建築面積

（㎡） 

商業施設 193 24,000 

事業所・工場 179 59,000 

倉庫 21 10,000 

大規模店舗（１件） 3 1,000 

診療所・薬局（２０件） 22 2,400 

宿泊施設（１６件） 22 4,700 

金融機関等（６件） 6 2,000 

 ・七十七銀行女川支店 1 500 

 ・女川郵便局 1 300 

 ・仙台銀行女川支店 1 400 

 ・石巻信用金庫女川支店 1 300 

 ・第一生命女川支部 1 300 

 ・日本生命女川支部 1 300 

観光型商業施設（１件） 2 2,500 

 ・マリンパル女川 シーパルⅠ 1 1,500 

 ・マリンパル女川 シーパルⅡ 1 1,100 

（平成 23 年 3 月住宅地図をもとに計測） 
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図 23 女川町中心部の建物利用状況図（平成 23 年 3 月住宅地図をもとに作成） 

  

凡例 

■  公共施設 

■  商業施設 

■  事業所・倉庫 

■  宿泊施設 

■  集会場 
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c 中心市街地の利用・分布状況 

震災前の女川町では、国道 398 号沿いや鷲神浜地区に商業施設が集積していた。 

女川浜、鷲神浜には、小規模な飲み屋街が形成されていた。女川港に立ち寄った船員が

温浴施設やコインランドリーを利用し、飲み屋街を訪れるパターンが多く見られた。 

女川浜の海岸駐車場付近には、船具店や釣具店が数店立地していた。釣り客は車で町に

入り、海岸駐車場等に駐車し、釣り船で海へ出かけていた。 

自動車の通行が多かった国道 398 号に対し、地域医療センター周囲の高台や、離島航路

ターミナルから女川駅・町役場方面へ抜ける街路は、通学する学生や施設利用者等の歩行

者空間として利用されていた。 

 

 

図 24 女川町中心部の市街地状況図 
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【 現在の状況 】 
女川町内における被災事業所の状況として、仮設店舗が、145 店舗、本設店舗が、31 店

舗となっている。 

仮設商店街は、「きぼうのかね仮設商店街」（55 店舗）「コンテナ村仮設商店街」（8店舗）

を中心に営業展開している。それぞれ、「きぼうのかね仮設商店街」では、55 店舗が仮設

店舗街を構成し、27 店舗の小売業を中心に、サービス業が 20 店舗、金融業が 4店舗、等

が営業し、町域内で最大規模となっている（表 9参照）。 

「コンテナ村仮設商店街」（8店舗）では、小売業が 4 店舗、サービス業が 3 店舗、製造

業が 1店舗と小規模のまとまりで営業している。 

被災事業所の中でも本設した事業所は、小売業が 11 店舗、製造業が 5 店舗、卸売業が 4

店舗、不動産業が１店舗、サービス業が 10 店舗となっている。 

 

表 9 女川町内における被災事業所の概況 

仮設・

本設 
地区 製造 卸売 小売 金融 保険

運輸・

通信

電気

ガス 

不動

産 

サー

ビス
総計

仮設 

きぼうのかね仮

設商店街 
1 1 27 4   2     20 55

コンテナ村仮設

商店街 
1   4           3 8

アゴラ（清水）     1           2 3
清水地区     4           4 8
匠の里     1           2 3
石浜・宮ヶ崎地区 1 2               3
鷲神小乗地区 1   4    1     6 12
万石浦地区 1   7     2 1   9 20
マリンパル     6           1 7
その他 2 1 6   1 5   1 10 26
小計 7 4 60 4 1 10 1 1 57 145

本設 
全地区 5 4 11          1  10 31
小計 5 4 11          1  10 31
総計 12 8 71 4 1 10 1 2 67 176

平成 26 年 3 月末時点状況（女川町産業振興課調べ) 

 

 【 今後の見通し 】 
震災前の女川町の主要商業・サービス業等に係る店舗のうち、建築面積 1,000 ㎡以上の

商業施設（地元スーパー）は、平成 29 年度以降に、鷲神浜地区へ出店する意向を示してい

る。 

また、金融機関（郵便局 1店舗、銀行 3店舗）は、女川町被災市街地復興土地区画整理

事業により、まちなか再生計画の区域内に換地することになっている。 

さらに、仮設店舗で営業を行っているマリンパルは、平成 28 年度秋に（仮称）物産セン

ター内に移転を予定している。 
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ハ 被災した小売商業・サービス業者等の区域への帰還・本設施設での開店等の予定・

見込み 

【 区域内の出店事業者見込み 】 
女川みらい創造株式会社がテナント募集を行った結果テナント型商業施設への入居者が

概ね固まってきた。個別再建のための仮換地指定の状況を踏まえ、まちなか再生計画区域

内に立地が想定される事業者を以下に示す。 

 

表 10 女川町内における被災事業者等の概況 

 出店事業者数及び業種 

ア)駅前エリア 

個別再建事業者 

飲食業    5 店 

小売業    6 店 

サービス業  1 店 

金融業    4 店 

運輸業    1 店 

小計     17 店 

テナント 

入居事業者 

テナント型

商業施設 

飲食業    10 店 

小売業    13 店 

サービス業  5 店 

小計     28 店 

(仮称)物産

センター 

12 店 

※H26.2 時点の意向調査結果より 

イ)医療センター北

エリア 
個別再建事業者 

飲食業    1 店 

小売業    6 店 

サービス業  4 店 

電力     1 店 

小計     12 店 

ウ)旧一中東エリア 個別再建事業者 

小売業    1 店 

サービス業  2 店 

小計     3 店 

合計 

飲食業    18 店 

小売業    40 店 

サービス業  11 店 

金融業     4 店 

運輸業    1 店 

電力     1 店 

合計     75 店 

注)個別再建事業者は、換地によりエリア内に事業用地が配置された事業者数を計上している 

（平成 26 年 11 月 19 日時点） 
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② 中心街・商業施設の店舗導入計画 

まちなか再生計画区域内における、テナント形式の商業施設の店舗については、町民の

日常利用を中心とした「テナント型商業施設」と、観光客の集客拠点としての「（仮称）物

産センター」を計画する。（※「（仮称）物産センター」は、今後の計画の深度化にあわせ

て具体的に記述することとし、現時点では「テナント型商業施設」について記載する。） 

【 町民の生活基盤となる商業施設「テナント型商業施設」について 】 

a 施設機能・業種構成の考え方 

女川町の中心街である“にぎわい拠点”（まちなか再生計画の区域）は、女川町の中で

も先行して復興を図る地区であり、JR 女川駅や町役場、地域医療センター、(仮称)地域

交流センター等、町民が日常的に利用する施設が近接することから、町民の生活基盤と

なる商業機能を導入し、町民の生活を支える“まちなか”として再生を図る必要がある。 

事業所企業統計調査をもとにした商店街の平均的業種業態構成を参考に、町民の日常

利用の観点から、当区域に必要と考えられる業態の抽出を行った。 

 

表 11 商店街の平均的業種業態構成と、区域への導入業種の考え方 

※参議院調査室作成資料“プリズム” より事業所企業統計調査を基にしたデータを引用。 

  

商店街の平均的業種業態構成 
当区域で必要と

思われる業態 
商店街の平均的業種業態構成 

当区域で必要と

思われる業態

物
販
／
小
売
業 

野菜果実  ・食物販関連 

・コンビニ等 

 

 

 

 

・服飾、雑貨関連

 

 

 

・書籍文具 

・インテリア雑貨 

・キッチン雑貨 

・スポーツ関連 

・花 

・時計、メガネ、宝

飾 

 

 

 

・ドラッグ 

・化粧品 

 

個
人
消
費
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
（飲
食
、
サ
ー
ビ
ス
） 

食堂、レストラン  ・専門飲食店、レ

ストラン、カフェ

・バー酒屋 

 

 

 

 

・美容、理容 

 

・個人教授 

・クリーニング 

・不動産取引 

 

・一般診療所、

歯科 

 

 

・金融機関 

・癒術業 

 

 

・リフォーム等 

・娯楽 

・学習塾 

 

鮮魚  バー、キャバレー、ナイトクラブ  

酒類  酒場、ビアホール  

菓子・パン販売  喫茶店  

各種食料品  そばうどん  

その他飲食料品（コンビニ含む）  寿司屋  

婦人、子供服  その他飲食（FF など）  

男子服  美容  

その他衣料品（かばん、雑貨等）  理容  

寝具、呉服、服地  個人教授  

書籍文具  不動産取引  

家具、建具、畳  クリーニング  

料理品  一般診療所  

その他什器  歯科診療所  

スポーツ用品  自動車整備  

写真、時計、メガネ  旅館  

その他商品（ジュエリー、ペット等）  金融機関  

花、植木  癒術業  

医薬品、化粧品  駐車場  

機械器具  写真  

自動車  その他生活サービス（リフォーム等）  

燃料  その他娯楽（パチンコ、カラオケ等）  

着色は、当区域で必要と思われる業態 
学習塾  

その他洗濯など（コインランドリー）  
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b まちなか再生計画の区域内への出店事業者の業種構成 

この区域では、「テナント型商業施設」と換地による個別再建店舗により、日常利用の

ための商業機能が構成される。 

テナント型商業施設と換地による個別再建事業者により、67 店の出店の意向が把握さ

れている。出店事業者の取扱う主力商品の内訳を以下に示す。 

 

表 12 まちなか再生計画の区域内の出店事業者の取扱う主力商品の内訳 

業種 主な商品 

小売業 

酒類販売、茶製品、パン・菓子製造販売、地域特産品販売、本、生花・鉢物 

青果物、コンビニエンスストア、調剤薬局、ドラッグ、化粧品、ガス販売 

スペインタイル制作販売、ギター制作販売、工芸品制作販売、事務商品 

電化製品販売、衣服、アクセサリー販売、スポーツ用品、釣具 

鮮魚販売、雑貨販売 

飲食業 
ジンギスカン、焼肉、クラフトビール、居酒屋、和食居酒屋、割烹、スナック、

café＆bar、海鮮焼き、コーヒーショップ、軽食喫茶 

サービス業 
娯楽施設、宿泊施設、コインランドリー、カーレンタル、ダイビングショップ

はり灸マッサージ、理容、清掃業、葬儀場 

運輸業 タクシー 

その他 金融機関は再生計画のエリア内で個別に再建 

 

c 不足業種に係る対応の考え方 

まちなか再生計画の区域内に、P40 の a で想定した業種は概ね充足している。生鮮 3品

はコンビニエンスストアで取り扱う。さらに、平成 28 年秋オープン予定の（仮称）物産セ

ンターにも立地予定である。 

当該区域内には医療機関の設置が想定されていないが、女川町地域医療センターが隣接

しており充足している。 
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③ 整備予定の商業施設の概要 

【テナント型商業施設】 

開業目標 平成 27 年秋頃に開業 

事業主体 女川みらい創造 株式会社 

 

≪ テナント型商店街の整備課題 ≫ 

テナント型商店街の整備課題（施設に求められる役割、施設整備の必要性）以下のとおり。 

1）町民等の日常生活をサポートする商業機能の確保 

女川町中心市街地の商業施設として最初に整備される施設であり、女川町民や町内での

就業者等、町を日常的に利用する人々の生活基盤となる商業機能を確保する必要がある。 
町外のスーパー等に自家用車で買物に行かなくても、日常生活に必要なものが一通りそ

ろえられるよう、店舗構成・商品構成を組み立てる必要がある。約 700 世帯が仮設住宅で

生活を送っている女川町において、まちの中心部に豊かな空間を形成し、生活に潤いと楽

しみを提供し、女川町での生活再建や定住化を牽引する存在となることが必要である。 

2）来町者・観光客の需要に対応した商業機能の整備・育成 

JR 女川駅再開(H27.3)を皮切りに、女川町のまちの復興が本格化する。それに伴い、観

光、仕事、港および市場の利用による来街者も増加することが期待される。町民の生活基

盤としての役割に加えて、プロムナードの沿道に立地し、（仮称）物産センター等の観光拠

点施設に隣接していることから、各店舗の業種・業態開発や新規商業者の参入を通じ、来

街者や観光客のニーズに対応できる商業機能を充実させる必要がある。 

3）被災商業者の再建場所の提供 

被災商業者は、きぼうのかね商店街等の仮設店舗で営業している状況にある。被災商業

者の事業再建場所となるよう計画する必要がある。 
これまでの女川町は、住まいを兼ねた店舗での営業が主であったが、商業地域には浸水

地域のため住居整備ができないため、住居と商業施設を別々に自力で再建できない事業者

も想定されるため、安価で商売の再建ができる施設が必要である。 

4）施設の持続性の確保 

被災事業者が継続して利用することを前提としながらも、廃業等も想定されることから、

店舗の入れ替え等に対して柔軟に対応（可変性や拡張性を高めた施設とする）し、シャッ

ター街とならないよう新規事業者の受け入れを行い、施設・エリアの活力の向上・持続性

を持たせる必要がある。また、その持続性を担保するためには、初期投資をできるだけ抑

えるつつ、魅力的で使い勝手の良い店舗計画が必要です。 

5）魅力的な商業交流環境の形成 

震災前の女川町の商業施設では、使い勝手が悪い、魅力的でない、活気がない等の状況

が見られたため、今回は、商業エリアの中心に立地し、まちの商業環境を代表する施設と

なるため、プロムナードを中心に魅力的な街並みを形成し、来街者、商業者双方にとって

使い勝手がよく、楽しく過ごせる場所とする必要がある。 
具体的には、駐車場を計画的に確保するとともに、広場や路地等のオープンスペースを

適切に配置し、戦略的な空間形成を行い、活力を維持するための運営計画が必要です。 
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≪施設コンセプト≫ 

まちの生活インフラとなる商店街（生活必需品＋楽しさ・豊かさ・新しさを提供する場所） 
商業機能を通じて、女川町を利用する様々な人々が集い、交流する舞台となる商業交流施設 

 

≪ 店舗構成の考え方 ≫ 

個店の集積により、生活インフラとしての商業施設をつくりだす構成とする。 
商店街の構成要素に基づく必需店舗と、魅力ある独自店舗のミックスにより構成する。 
新しい女川を発信していく店舗を取り込む構成とする。 
 
→利用者にとって「利便性や楽しさが得られる場所」、商業者にとって「様々な業種業態で

の出店・起業の可能性が開ける場所」となることで、エリアのにぎわいや活力を形成・

持続させていくことを目指す。 

 

≪ 施設規模・業種業態構成 ≫ 

「テナント型商業施設」は、女川町全体の商業ボリュームを目安として、次の構成で計画を

進める。 

女川みらい創造により現在実施している入店希望事業者との面談の結果に基づき入居事業

者とその床面積を決定する。また、町外事業者の出店希望を加えて、テナント商業施設の業種

構成の多様化を図り、魅力向上に対応する。 

次頁に、施設配置及び各テナントの床面積および取扱商品のリストを示す。 

利用者 商業者商業交流施設
・利便性
・楽しさ、豊かさ

・再建の場
・出店、起業の場

エリアのにぎわいや活力を
形成・持続
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表 13 テナント型商業施設 施設規模・テナント構成表 

  エリア 業種 取扱商品 
店舗面積 

(㎡) 

被災 

有無 

1 

デイリー 

小売業 コンビニ、日用品 165  

2 小売業/飲食業 パン等の販売、軽食喫茶 83 有 

3 小売業 調剤薬局、ドラッグ、化粧品等 190 有 

4 小売業 青果物 50 有 

5 飲食業 クラフトビール 50  

小計 538  

6 

フード 

飲食業 Café＆Bar 58  

7 飲食業/小売業 海鮮焼き、乾物等販売 83 有 

8 飲食業 ジンギスカン等 51  

9 飲食業 和食居酒屋 62 有 

10 飲食業 焼肉 54 有 

11 飲食業 居酒屋 50 有 

12 飲食業 スナック 50 有 

小計 408  

13 

ファクトリー 

リテール 

小売業 地域特産品販売・観光案内所 47 有 

14 小売業 衣類・アクセサリー販売 47 有 

15 サービス業 コインランドリー 47  

16 サービス業 鍼灸マッサージ 62 有 

17 小売業 茶・茶関連品販売 31 有 

18 小売業 製作販売（工芸品等） 47  

19 小売業 制作販売（ギター）、制作体験 93  

20 飲食業/小売業 Bar、アートデザイン 62  

21 小売業 
制作販売（スペインタイル）、 

製作体験 
41  

22 サービス業 カーレンタル 62  

23 小売業 スポーツ用品販売 91 有 

24 サービス業 理容 41 有 

25 小売業 ハンドメイド小物販売 41  

26 飲食業 コーヒーショップ 50  

27 サービス業 ダイビングショップ 62  

28 小売業 生花・鉢物・雑貨等販売 62 有 

小計 886  

合計 1,832  

（平成 26 年 11 月 19 日時点） 
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≪ テナント型商業施設内エリア配置図および業種構成 ≫ 

図 26 テナント型商業施設の施設コンセプト及びゾーン構成 

出典：テナント型商店街基本計画（平成 26 年 7 月）をもとに作成 

 

1）デイリーエリア Ａ棟 

概要 日常生活に必要なものを買い回ることのできる利便性の高い場所として整備
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考え方 

生鮮 3品がここで揃う 
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性を確保 

物販、食物販を中心とした、町民の日常需要に対してきめ細やかに対応でき

るテナント構成 
 

2）フードエリア（Ｂ、Ｃ棟） 

概要 

女川町がシンボル空間として整備するプロムナードを活かし、オープンカフ

ェや屋外テラスなどを楽しめ、レストラン、カフェ、居酒屋、スナック等の

食をテーマとした店舗を集めて整備 

業種構成の

考え方 

テラスなどを利用しながら飲食できるテナントで構成し、昼食や夜家族で外

食するときに利用し、観光客にも女川の食をここで堪能してもらう 
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表 14 テナント型商業施設の概要 

項目 計画概要 

イ 施設の建設箇所・位置、駐

車場からの導線その他周辺

交通・来街手段の状況 

まちなか再生計画の区域内の駅前エリアに位置し、商業施設の

中心としてプロムナード沿いに配置する。 

駐車場は、当施設に隣接する公共駐車場を利用する。 

幹線道路からのアクセスのよい位置に配置し、車からの利用者

の徒歩でのアクセス性を確保する。 

JR 女川駅からのアクセスは、駅前広場を介してアクセスでき

る。 

タクシープールやバスロータリーが JR 女川駅に整備されるた

め、高台住宅地に住む高齢者等のアクセスも十分確保する。 

ロ 敷地の権利関係等の概要 敷地の所有者は女川町（敷地面積 約 5,800 ㎡） 

女川みらい創造株式会社が定期借地契約（長期）を女川町と行

い、商業施設を整備する。 

ハ 建築面積、店舗面積、建築

工法 

テナント型商業施設全体 

 建築面積 約 2,376 ㎡ 

店舗面積 約 1,832 ㎡（貸付部分の面積） 

エリア毎の内訳 

１．デイリーエリア 

建築面積 約 794 ㎡、店舗面積 約 538 ㎡ 

２．フードエリア 

建築面積 約 459 ㎡、店舗面積 約 408 ㎡ 

３．ファクトリーリテールエリア 

建築面積 約 1,123 ㎡、店舗面積 約 886 ㎡ 

建築工法：鉄骨造及び木造 

 ※テナントの入れ替え等が発生した場合も店舗規模が変更

しやすい構造対応する。（構造壁の位置に配慮した施設計画）

二 テナントの業種構成・規模 物販・飲食・サービス等：28 区画 p44 参照  

ホ 施設等の整備費の概算見

積、資金調達見込み、テナ

ント賃料の想定範囲及び商

業施設運営の長期収支見込 

施設等の整備費の概算見積 

 商業施設  6.7 億円 

（内訳：建物工事費 5.3 億円、外構工事費 0.8 億円 

 設計費・施工管理費 0.6 億円） 

資金調達見込み 

・津波立地補助金 4.7 億円（補助率 7割で設定） 

・銀行等からの借入（0.9 億円） 

0.2 億円(H27～ 10 年 金利なし) 

 0.7 億円(H27～ 15 年  2.0％） 

※補助金相当額のつなぎ融資を別途確保する 

・女川町補助 1.1 億円（施設整備費分） 

テナント賃料の想定範囲 

テナント賃料の基本単価は、4,000 円/坪･月とし、共益費は別

途設定する。 

商業施設運営の長期収支見込 

開業２年目(H28 年)から単年度経常黒字 

（p66 施設整備の収支計画参照） 
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【（仮称）物産センター】 

開業目標 平成 28 年秋頃に開業 

事業主体 女川みらい創造 株式会社 

  概  要 地域住民や観光客向けに、水産物を中心とした特産品の販売、飲食、体験等のサ

ービスを提供する施設 

 

【 コンセプト 】 
観光客と地元住民、漁業従事者や生産者がともに集い、市場的にぎわいのある観光物産

施設 

 

【 テナントの業種構成の考え方 】 
鮮魚を中心に、他の物産の提供が可能な業種構成とする。 

市場的な雰囲気を楽しみ、海を感じ、眺めながら「買う」「食べる」「調理する」といっ

た多様な楽しみ方を提供する施設とする。 
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(４) その他施設の整備計画 

① 駐車場整備計画、公園・緑地、広場等整備計画 

 駐車場整備計画 

まちなか再生計画の区域のうち、来街者の利便性を高めるための集約駐車場は、それぞ

れの店舗・施設との位置関係や幹線道路からのアクセス性を考慮し、次頁に示す図 28 の通

り計画する。 

表 15 中心部の公共で整備する駐車場計画一覧 

駐車場 対象 想定台数

まちなか再生計画の区域内（駅前エリア）の公共駐車場 

にぎわい拠点駐車場① テナント型商業施設等商業施設の利用者 約 70 台

にぎわい拠点駐車場② 

テナント型商業施設等商業施設、（仮称）地域

交流センター、（仮称）物産センターの利用者 

（仮称）物産センターの利用者のうち、大型

バス利用者が利用することを想定 

約 85 台

テナント型商業施設駐車場 テナント型商業施設の利用者 約 30 台

(仮称)地域交流センター駐車場 (仮称)地域交流センターの利用者 約 7 台

(仮称)物産センター駐車場 
(仮称)物産センターの利用者 

大型バス等は、にぎわい拠点駐車場①を利用 
約 70 台

個別再建街区駐車場 
個別再建街区の商業施設とテナント型商業施

設の利用者 
約 40 台

周辺部の公共駐車場 

駅裏駐車場 
区域内の商業施設の従業員、町役場職員、Ｊ

Ｒ女川駅の利用者 
― 

シビックコア地区内公共施設の

駐車場 

シビックコア地区に配置される公共施設の利

用者 
― 

観光交流エリア駐車場 メモリアル広場や海岸公園の利用者 ― 

※周辺部に整備が予定されている駐車場は、設置検討中であり、規模は未定。 

 

「まちなか再生計画の区域内」のうち、商業施設が集約配置される駅前エリア内に配置され

る公共が整備する駐車場は、上記のとおり 300 台程度である。 

平日利用のピーク時は、90 台程度（p53 参照）でありエリア内の駐車場で対応可能である。 

また、休日の観光客を加えたピーク時に必要となる駐車場は 210 台程度（大型車含む p53

参照）であり、想定台数は、エリア内に配置された駐車場で対応可能である。 

施設従業員の駐車場は、周辺に整備される駅裏駐車場の利用を考えているため、駅前エリア

内の駐車場は、利用者用駐車場として対応が可能である。また、その徒歩圏内に駐車場（観光

交流エリア駐車場）整備が予定されているため、運営上問題ないと考えている。 
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図 28 区域内の中心部エリアにおける駐車場整備計画（平成 26 年 7 月時点） 
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■ 参考 商業施設の規模と想定駐車場台数の算定 

a 想定開発駐車場台数の算定 

現時点で想定・計画されている駅前エリア内の商業等施設は、概ね以下の通りである。 

表 16 計画区域の中心部エリアの商業等施設の立地計画の概要 

※金融機関の店舗面積：一般的な附置義務駐車場の算定対象となる床面積とし、建築面積の 50％と
して設定する。なお、店舗面積に含まれるのは、窓口業務を行う室、待合室、ロビー及び商談室、
現金自動預払機を設置する室のうち利用者の出入りする部分並びにこれらに類するもののうち利
用者の出入りする部分（壁又は扉等で区画されている通路、階段、昇降機及び便所を除く）。 

 

b 駐車場台数の算定の考え方 

1) 町民の日常利用を想定した駐車場台数 

テナント型商業施設、金融機関は、町民の日常利用を想定した一体的な配置計画として

いることから、これらを一つのショッピングセンターとして捉え、「大規模小売店舗を設置

する者が配慮すべき事項に関する指針（ 平成 19 年 2 月 1日経済産業省告示 16 号）」の算

定式を用いて駐車場台数を算定することとする。 

テナント型商業施設：台数算定対象とする 

金融機関：テナント型商業施設の附属施設として算定対象に含める（建築面積の 50％を

店舗面積として算定する） 

 

2) 観光向け駐車場台数 

観光客を主なターゲットとする（仮称）物産センター、（仮称）水産業体験施設は、プロ

ムナードを挟んで近接した位置関係にあることから、両施設を一つの観光拠点とし、観光

客の集客予想をもとに駐車場台数を算定する。 

 

3) 公共施設利用の駐車場台数 

（仮称）地域交流センターは、施設の利用率想定とあわせ、必要台数を算定する。 

 

4) 個別店舗の駐車場台数 

換地街区：個別開発のため、業種、業態が様々であることから、別途、目安となる台数

を算定する（実際は、各店舗の営業形態等により差が生じることが想定される） 

  

分類 施設名・数量 建築面積 店舗面積

テナント型商業施設 28店舗 2,376  1,832  

金融機関 (建築面積は従前規模（図測）) 4社 1,325  663  

（仮称）物産センター（１店舗35～45㎡を想定） 11店舗＋事務所、オープン空間、トイレ等 1,000  410  

水産業体験施設 1店舗 150  150  

個別再建街区（１施設100㎡を想定） 12区画を想定 1,300  1,300  

（仮称）地域交流センター 諸室＋ロビーの面積 1,080  1,080  

合計 7,231  5,435  
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c 算定結果 

1) 町民の日常利用を想定した駐車場台数：87 台 

「大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針」の算定式より計算する。 

表 17 町民の日常利用を想定した駐車場の台数算定 

 

2) 観光向け駐車場台数：乗用車台 111 台、大型バス 5台 

年間来客数 22.5 万人（平成 22 年シーパルⅡ実績）のうち、10 万人が乗用車で、12.5

万人が大型バスで来場したと仮定する。 

表 18 観光客向けの駐車場の台数算定 

  

（乗用車）

観光集客想定(人/年) 100,000

Ｐ：最大時利用者数 667 年間観光集客想定÷360日×休日利用者率

休日利用者率想定 2.4

α：乗用車利用率(％) 100

Ｓ：サービス水準(％) 100

Ｎ：平均乗車人員(普通自動車) 3

ｎ：回転率 2 半日程度の滞在を想定

必要駐車台数 111 Ｐ×α×Ｓ/Ｎ/ｎ

（大型バス）

観光集客想定(人/年) 125,000

Ｐ：最大時利用者数 833 年間観光集客想定÷360日×休日利用者率

休日利用者率想定 2.4

α：バス利用率(％) 100

Ｓ：サービス水準(％) 100

Ｎ：平均乗車人員 40

ｎ：回転率 4 ２時間の滞在を想定

必要駐車台数 5 Ｐ×α×Ｓ/Ｎ/ｎ

各事項算出のための計算式等の根拠

用途地域 商業地区 ただし地区の状況から「その他地区」とみなす

Ｓ ：店舗面積(千㎡) 1.8 テナント型 約1,832㎡

 s ：付属施設面積(千㎡) 0.7 金融機関の店舗面積663㎡

Ｓ'：算定店舗面積(千㎡) 2.1 併設施設の割合が20～50％以下:S'=S(0.010Ｘ+0.80)

Ａ ：店舗面積当たり日来客数原単位(人/千㎡) 1,037 指針：人口40万人未満

日来店客数(人/日) 2,178 S×A

Ｌ ：駅からの距離(ｍ) 200 施設の中心地点までの概ねの距離

Ｃ ：自動車分担率(％) 0.80 指針：人口10万人未満、その他地区

日自動車利用来店者数(人/日) 1,742 日来店客数×C

Ｄ ：平均乗車人員(人) 2.0 指針：店舗面積10,000㎡未満

日来店台数(台/日) 871 日自動車来店客数÷D

Ｂ ：ピーク率(％) 0.144 指針

ピーク時来店自動車台数(台/ピーク時) 125 日来店台数×B

Ｅ ：平均駐車時間係数 0.693 指針：店舗面積10,000㎡未満

必要駐車台数(台/ピーク時) 87 ピーク時来店自動車台数×E

事項等
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3) 公共施設の駐車場台数：108 台 

計画中の（仮称）地域交流センターの諸室が全て定員通りに使用されたと仮定する。 

表 19 （仮称）地域交流センターの駐車場の台数算定 

 

 

 

 

 

表 20 （仮称）地域交流センターの諸室・規模・定員の想定 

 

4) 個別店舗の駐車場台数：39 台（13 区画×3台程度の規模） 

個別再建する店舗については、各店舗当たり 3 台程度を目安に、駐車場スペースを確

保する。 

 

  

項目 試算値 備考

Ｐ：施設稼働のピーク時の施設在館者数 270 想定定員の総和

α：乗用車利用率（％） 80

Ｎ：平均乗車人員（普通自動車） 2

必要駐車台数 108 Ｐ×α/Ｎ

諸室名 面積 想定定員

カンファレンスホール 200 100 最大150～200人での利用が可能

音楽スタジオ 40 15 10～15人程度のグループでの利用

キッチンスタジオ 40 15 10～15人程度のグループでの利用

ミーティングルーム 80 40 10～20人程度のグループでの利用

プレイルーム 80 30 10～30人程度のグループでの利用

コドモコーナー、図書コーナー 60 30 10組の母子、10人程度の大人の想定

ロビー（ラウンジ、カフェ等含む） 300 20

小計 800 250

事務室・受付 40 5

倉庫・書庫・機械室 200

トイレ 40

小計（バックヤード） 280 5

商工会（事務室、応接室等） 120 15

小計（ロビー、廊下） 120 15

合計 1,200 270
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 プロムナードの整備計画 

駅前エリアの中央部に整備されるプロムナードは、女川町の中心部のシンボル空間とし

て重要な歩行者専用道路として計画されている。計画概要は、以下の通りである。 

 

歩行者専用道路 （幅員：15m 、 延長：170m） 

【 基本的な考え方 】 
プロムナードは、女川町中心市街地のシンボル空間として位置付けられている。 

商業施設、拠点施設は、可能な限りこのプロムナード沿道に集約配置し、コンパクトで

にぎわいを創出できるまちづくりを目指す。 

プロムナードには、道路としての機能だけでなく、復興する商業施設が滲み出しながら、

オープンカフェの雰囲気を伴いながら、海を眺めて商業活動やイベントをする場として計

画する。 

二列の並木道で海や山を焦点とするヴィスタを確保しながら、季節ごとに雰囲気が変わ

る様々な木々で彩られた、小公園が連続するような継起的な展開が特徴である。沿道空間

と様々に絡みながら海へ続くパブリック空間である。 

プロムナードは、国道 398 号をアンダーパスして海辺の「（仮称）メモリアル公園」へ連

続する。その交差部には「つなぎの広場」が設置されており、イベント空間にもなるサン

クンガーデンが計画されており、国道沿いの「（仮称）物産センター」と一体利用する。 

【 コンセプト 】 
「地域産業の有機的連携により新たなにぎわいと自然環境が調和したいやしの空間」 

町民や観光客が利用し、海を見ながら買い物し、飲食を楽しむにぎわいの場となる。 

周辺施設から人が集まり、人が回遊しにぎわいの軸を広げる、その拠点となるよう、積

極的に沿道と絡んだ、一体的な空間利用の場を創出する。 

街路というよりは細長い広場であり、沿道建物と一体的に利用されながら様々なシーン

が継起的に連続する“みちゆき”空間である。 

【 空間構成 】 
日常利用のほか、様々なイベントにも対応できる空間とし、舗装主体で、ストリートフ

ァニチュアは並木の軸線上にコンパクトに整理する。 

横断構成は、二列並木で、4.5＋6.0＋4.5（＝15.0m） 

中央部（6.0m）は、海を眺望するヴィスタ軸であり、かつ歩行者の主動線 

側面部（両側の 4.5m）は、沿道商業施設と一体利用を図る空間 

中央部の並木下の煉瓦ベンチなどとともに海を見ながら憩える場を形成 

溜り空間として、店舗の滲み出し空間として活用 

中央部、側面部ともに緊急車両の活動が可能な幅員である。 

プロムナードと国道 398 号の交差部に（仮称）物産センターを設け、観光客も集客でき

る場所とする。 

 

【 素材 】 
持続力のある自然系の素材で空間を構成する。 

舗装は、将来の維持管理を行いやすく、経年劣化等に配慮した素材として、アースカラ

ーの煉瓦舗装を採用する。 

イベント時の車両乗り入れなどが想定される。アスコンによる路盤補強などを基本仕様

とする。 
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【 空間演出 】 
単調になりがちな幅 15m×370m（プロムナード本体は 170ｍ）という直線的空間構成に対

し、二列植栽で海への視界を確保しつつも、季節ごとの風情を演出する様々な樹種で並木

を形成しながら、足元にはベンチ兼用の煉瓦擁壁、沿道空間と一体の舗装パターンなどを

適宜配置して変化を与える。街路というよりは、小公園が連続する線状広場として、変化

が楽しい継起的な空間演出に努める。 

両サイドに整備される商業施設で整備する小広場と連携し、空間に一体感を持たせる 

並木下の煉瓦擁壁には、フットライトやイベント用コンセントなどをあらかじめ整備し、

日常時・イベント時それぞれに対応する。 

行灯型の歩道照明とフットライトを組み合わせ、立体的な夜景を演出する。 

 

 

図 29 プロムナードの計画デザイン 

出典：平成 26 年 3 月 7日 女川町復興まちづくりデザイン会議資料をもとに作成 
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５ 街の魅力向上のための取り組み方針・計画 

女川町では、まちづくり説明会、まちづくりワーキンググループ、復興まちづくりデザ

イン会議、有識者ヒアリングを通じて、町民や有識者の意見を復興事業に取り入れ、女川

町の顔となる町の中心部の魅力向上を図っている。 

また、女川町の魅力を高め、町外からの来街者等への訴求を図るため、復幸まちづくり

合同会社を中心に、水産業を核として女川ブランドの構築・発信と体験型観光プログラム

の開発等を行う。 

  

（１）復興まちづくりデザイン会議による誇りの持てるまちづくりの実現 

誇りと愛着の持てる暮らしやすい街の実現のために、復興まちづくりデザイン会議によ

り、まちづくりのデザインを検討している。 

【 女川町中心部のバリューアップコンセプト 】 
 あちこちから海が見える 

 住みたい、訪れたい、自慢したい風景の創出  

 安全・安心・暮らしやすいまちづくり 

 

上記コンセプトにより、既存地形を活かしつつ、高台住宅には、海が見える眺望軸を設

定して女川の特徴を生かしたまちづくりを行っている。 

 

【 実施体制 】 
女川町の復興まちづくりにおいて、誇りと愛着の持てる暮らしやすいまちの実現し、そ

の中で優れたまちの景観を形成するために、復興まちづくりデザイン会議が平成 25 年 9

月に設立された。 

  ○復興まちづくりデザイン会議 

平野 勝也 委員長（東北大学災害科学国際研究所 准教授） 

宇野 健一 委員 （（有）アトリエＵ都市・地域空間計画室 代表取締役） 

小野寺 康 委員 （（有）小野寺康都市設計事務所 取締役代表） 

須田 善明 委員 （女川町 町長） 

 

実際の課題を検討するための、以下の 3つの部会が設置された。 

【 検討のために設置された 3 部会 】 
 高台検討部会 （宇野 健一 部会長） 

離半島、中心部の高台住宅地に関する検討を実施 

 シンボル空間検討部会 （小野寺 康 部会長） 

駅前広場、プロムナード、観光交流エリアのデザイン検討を実施 

 かわまちづくり検討部会 （小野寺 康 部会長） 

女川の親水エリアに関する検討を実施 

シンボル空間検討部会で検討されている内容との連携が必要であるため、プロムナード

を含む中心市街地の検討内容を以下に示す。  
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【 中心市街地のコンセプト 】 
・地域産業の有機的連携により新たなにぎわいと自然環境に調和した、いやしの空間を創出 

・町民や観光客が豊かな海や自然を享受しながらまちあるきをたのしみ、憩えるまちづくり 

 

上記の中心市街地のコンセプトを元に、にぎわいづくりと空間づくりの考え方を以下の

とおり設定し、女川ブランドの構築のためのインフラ整備を行うこととしている。 

 

【 中心市街地のにぎわいづくりの考え方 】 
以下の 5 点を基本として、中心市街地の形成を目指す。 

 まず町民が気軽に訪れ、集い、語り合う 

 周辺施設から人が集まり、人が回遊しにぎわいの輪を広げる 

 観光客もまちの中心に流入 

 町民や観光客が利用し、プロムナード周辺でおいしい食事を楽しむ 

 いざというときは安全な高台へ 

 

【 空間づくりの基本的な考え方 】 
上記を踏まえ、以下の 4 点を目指す。 

 経年劣化しない空間づくり 

地域に根付き、受け継がれるものを大切にし、本質的なサービスが提供できる空間づく

りを目指す。 

 

 港を感じる空間づくり 

JR 女川駅～プロムナードには海への眺望を確保し、みなとまちらしさを演出し、高台や

駅舎には、港が望める場所を確保する。 

 

 歩行者優先の楽しいまちなみづくり 

駅前広場やプロムナードには、車が入らない歩行者優先の空間を確保し、震災前のまち

の道筋などの履歴を活かし、プロムナードとのつながりを考えた広場や路地等をつくる。 

 

 沿道店舗・施設と一体的な利用ができるにぎわい空間づくり 

施設の雰囲気が屋外ににじみだし、一体的な空間づくりを行い、大小様々なイベントが

開催できどのような状況にも対応できる空間を目指す。 

 

【 女川駅周辺のシンボル空間の整備方針 】 
駅前広場は、JR 女川駅の駅舎と共にシンメトリーを基本とし、女川の玄関口としてふさ

わしい象徴的な空間とする。 

プロムナードは、駅から海への軸線を通し、四季を彩る並木やベンチを配し、公園のよ

うに休憩し、散策することが可能な歩行者空間とする。 
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（２）水産業を核とした女川のブランド化 
女川町の魅力を高め、ブランディングによる女川の競争力を高めるために、現地での体

験プログラムや女川ブランドの構築により新たな事業を創出する。 

また、この施設が来街者の拠点施設となることで、中心部への求心力を向上させ、エリ

アマネジメントを行う女川みらい創造株式会社と連携し、にぎわい構築を図る。 

 

 ＡＧＡＩＮ女川（あがいんおながわ）のブランドの展開 

商品開発を進め、新たな商品を増やすことで、「女川」の知名度を向上させるだけでなく、

ブランド力の強化を図り新規事業による雇用や収益の向上を図る。 

ブランド認定等による品質向上やブランド力向上が図れる。 

 漁業体験プログラム 

漁業体験プログラムとして、教育（小中の体験学習）、企業研修、一般観光客向け体験を

準備し、多様なターゲットに対応できるようプログラムを作成する。それにより、今後継

続性の高い年齢層への浸透を図り、女川のファン層を確保する。 

水産業体験施設を、海が一望できる中心部に設けることで、女川町の主要産業である水

産業の魅力を肌で感じてもらいながら、女川町の中心市街地へと来街者を誘導する。 

水産の町女川の魅力である「職」、「食」、「触」を中心部ですべて体験し、リピーターの

獲得を図る。  
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６ 再生計画の地域経済への波及効果の増進の方策 

(１) まちのにぎわいの再生・強化の方策 

本計画区域の周辺には、復興のために再構築される公益拠点施設が、まちのにぎわいを

確保するため集約配置される。そのため、まちなか再生計画の区域は、町民および来街者

の活動の起点となるため、地域経済の起点となる区域である。 

以下の段階的展開方針による展開する。 

【 展開方針 】 
段階的に整備される施設に対応してにぎわいを展開し強化する。 

初期段階は、拠点施設ににぎわいを集約することで再生の原動力とする。集約、再建が

進展するに従い、プロムナードを軸としたにぎわいが形成される。最終段階は、区域全体

に面としての広がりを持たせ連携を強化する。 

1) フェーズ１：まちびらき時（平成 27年春～ ） 

女川町の中心部に本設の拠点施設が整備され、拠点施設毎に「にぎわい」が形成される。 

（点のにぎわいを確保） 

 

 ≪主な施設の役割≫ 

 女川駅＋駅前広場（にぎわいテラス） 

ＪＲ女川駅とゆぽっぽ（温浴施設）の利用者が戻り、拠点のにぎわいを形成する。 

（仮称）フューチャーセンターで民間事業者が事業を開始し、Ｉターン、Ｕターン、Ｊ

ターン者を誘致し、事業基盤を構築し、新たな人材を確保する。 

 （仮称）水産業体験施設 

漁業体験等の体験施設としての拠点としてにぎわいを形成する。 

女川町のブランドと魅力発信のための施設として基盤を構築する。 

 

2) フェーズ２：プロムナード沿道商店開業時（平成 27年秋～ ） 

拠点施設をつなぐプロムナードが開通し、拠点をつなぐ軸（線）として中心部の「にぎ

わい」を展開させる。（点から線へにぎわいを展開） 

 ≪主な施設の役割≫ 

 （仮称）地域交流センター 

エリア内に購買を目的としない人の集客を高める施設とし周辺商業施設への波及効果を

高める。利用者の自由度が高い施設とする。 

平日は、町民利用が中心で、復興に向けた会議、趣味等の講座ができる施設 

休日は、来街者の休憩拠点 町民や来街者との交流拠点施設 

 プロムナード 

拠点間の回遊性を高め、滞留させるための仕掛けを施した空間とする。 

拠点間をつなぎ、それぞれの施設へ「にぎわい」および経済効果を波及させる。 

 テナント型商業施設 

プロムナードと一体的に利用する施設とし、にぎわいの効果を商売に直結させる。 

商業施設が利用者に対して魅力的なサービスを提供することで、さらなるぎわいを創出

する。 
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3) フェーズ３：（仮称）物産センター開業時（平成 28年秋～） 

プロムナード沿道の商業施設、公共施設、公共空間の整備が完了し、「にぎわい」を線か

ら面へと移行させる。 

区域内に整備される商業施設へ「にぎわい」が展開され、自立再建による事業者の再開

も加速され、面的な広がりをもちながら展開される。（線から面へ広がる） 

テナント型商業施設だけでなく、周辺商店へも波及する。 

プロムナード、周辺の施設、公共空間でソフトプログラム（年間イベント）が女川みら

い創造を中心に効率的に実施され、フェーズ１に確立した来街者の定着を図る。 

まちあるきを町民や来街者が楽しみ、中心部が日常生活や観光の拠点として再生する。 

 

上記の段階的展開により、まちなか再生計画の区域内の事業者の再建が加速度的に生じ、

新たな女川町の商業の中心地が再構築され、被災商業者の再建、新規創業者の立地が進む。 

 

【 女川みらい創造株式会社による地元事業者への波及 】 
プロムナード沿いの施設のうち、テナント型商業施設の整備運営を女川みらい創造株式

会社により行う。女川みらい創造株式会社は、商業施設の継続性を担保しながら、プロム

ナード周辺のイベント等の運営主体となる。（エリアマネジメントの実施主体） 

女川みらい創造株式会社では、整備・維持管理する施設の維持管理や改修を地元事業者

でできるように施設計画を行い、町内で経済が循環するように考えている。また、イベン

トについても、町内の各団体を中心に連携を図っていく。 

女川みらい創造株式会社は、自立した経営を行い、地域内外から得た収益を、エリアマ

ネジメントを行う、まちなか再生計画の区域内へ再投資し、付加価値向上、地元への還元

を行いながら発展させる。 
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(２) 地域資源の活用等による新事業等の創出 

まちなか再生計画の区域へ人を誘導し、新たな事業展開を、民間事業者、NPO、女川みら

い創造株式会社が相互に連携して実施する。 

中心部への波及効果をもたらすため、民間が実施しているプロジェクトと連携を図り、

将来の観光による来街者の獲得や女川を拠点として活動する新規事業者の獲得を図る。 

また、今回整備するテナント型商業施設は、提供する事業メニューに可変性を持たせ、

地元ニーズに対応した事業展開する。 

 

【 （仮称）フューチャーセンター事業による新規創業者の受入れ 】 
（仮称）フューチャーセンターは、欧州で生まれた新しいタイプのオフィス機能で、「未

来思考で対話し、変化を起こして行くための“場”」である。そのために、（仮称）フーチ

ャーセンター事業は、多様な参加者が集い、社会的課題解決のためのビジネスモデルを考

え、参加者同士のつながりを促進させる場の提供を行う事業である。 

女川町の（仮称）フューチャーセンターでは、フーチャーセッション、創業支援等の中

から新たな事業構築を図ることを目的として事業を実施する。 

 

・町内外のヒト・モノ・カネ・情報を集結により、町内で起こっている課題解決や新

たな価値の創出（事業化等）を生み出す場所 

・町内外で新しい事業や取り組みを起こしたいヒトの受入れる場所 

・町内外のヒトが気軽に訪れ、仕事や勉強をしたり、ゆっくり考え事をしたりし、憩

える場所 

 

事業には、事業化だけでなく交流機能も有しており、町内における情報拠点としての場

となり、最終的には、再生計画区域内でのＩターン、Ｕターン、Ｊターンによる就業者の

形成を図り、新たな事業の創出を想定している。 

将来は、町内のあらゆる場所が仕事場となることが想定され、町全域への波及効果が想

定される。これにより新たなビジネスモデルの構築と、多様化する暮らしに関する価値観

に対応し、定住人口の増加を図る。 
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７ 再生計画の実施体制・組織及び事業の実施スケジュール 

(１) まちづくり会社等の概要 

① 再生計画の意見を求める地域の関係者からなる協議会組織等の構成 

平成 25 年 6 月に、町内の商業者を中心とした女川町中心市街地商業エリア復興協議会を

設立し、商業エリアのにぎわいづくりの再生に向けた計画策定を実施している。平成 26

年 3 月より、まちなか再生計画へのとりまとめを行うために本協議会で検討を実施する。 

表 21 協議会委員名簿 

No 氏名 事業所名 備考 

1 高橋 正典 (株)高政 
商工会長・FRK 会長・きぼうのかね商店

街会長 

2 木村 昇 丸五商事(株) 商工会副会長・FRK 副会長 

3 相原 義勝 フルーツセンター相喜 商工会副会長 

4 小野寺 武則 (株)小野寺茶舗 商工会商業部会長 

5 高橋 健 高橋建設（株） 商工会工業部会長 

6 木村 正樹 レストラン古母里 (有)シセイ 
商工会サービス部会長・FRK サービス業

委員長 

7 鈴木 敬幸 鈴幸漁業(株) 
商工会水産部会長・女川町観光協会会

長・FRK 副会長 

8 木村 孝子 ニューこのり 商工会女性部長 

9 阿部 喜英 (有)梅丸新聞店 
商工会理事・まちづくり会社代表・FRK

まちづくり委員長 

10 岡 明彦 (株)岡清 商工会理事・まちづくり会社社員 

11 島貫 洋子 (株)大新 
商工会理事・きぼうのかね商店街副会

長・ＦＲＫ構成員 

12 鈴木 通永 (有)聖花園 商工会理事・FRK 商業委員長 

13 鈴木 康仁 金華楼 商工会前青年部長 

14 田中 寛史 田中建設(株) 商工会青年部副部長・FRK 構成員 

15 石森 洋悦 (株)石森商店 
商工会監事・女川魚市場買受人(協)副理

事長・FRK 副会長 

16 佐藤 広樹 (株)御前屋 (株)御前屋代表取締役・町内小売店代表

17 佐藤 吉宏 佐藤工業（株） FRK 前工業委員長 

18 鈴木 哲也 鈴家 女川町旅館組合前組合長・FRK 構成員 

19 高橋 正樹 (株)高政 
(株)高政取締役企画部長・まちづくり会

社社員 

20 持田 耕明 (株)潮プランニング 
(株)シーパル女川汽船総務課長・FRK 構

成員 

21 小松 洋介 女川町復興連絡協議会(FRK) FRK 戦略室室長補佐 
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【 検討体制 】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 30 検討体制 

 

 ※女川町まちづくり協議会ワーキンググループ 

女川町に設置されている、「女川町復興まちづくり推進協議会」の下に設置されている組

織であり、女川町で進められている計画に対して、市民の立場で意見を出し、それらを計

画に反映させ、魅力的な町をつくることを目的とする。 

 

 ※女川町復興まちづくりデザイン会議 

女川町の復興まちづくりにおいて、優れた景観のまちづくりを計画的に進め、誇りと愛

着の持てる暮らしやすいまちの実現に寄与するために設けられた専門家による検討会議で

ある。（前述） 

  

女川町中心市街地 

商業エリア復興 

協議会 

プロムナード 

検討部会 

（仮称）物産セ

ンター 

検討部会 

まちづくり 

会社立上げ 

検討部会 

ブランディング 

検討部会 

女川町復興まちづくり

デザイン会議 

商業エリアのデザイン検討・設計 
・駅前広場 
・プロムナード 
・(仮称)メモリアル広場 

 

女川町まちづくり 

協議会 

ワーキンググループ 

地元意見集約 
観光交流エリア 
（仮称）地域交流センター 

【事務局】 

女川町 商工会 

女川町 産業振興課 
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② 再生計画に記載される商業施設等整備事業その他主要事業の事業ごとの実施主体及び協力体制 

 １．（仮称）地域交流センター 
     開業予定 平成 27 年秋 

実施主体 女川町 

施設概要 町民のたまり場として、図書コーナー、キッズコーナー、音楽や調理等のス

タジオ、会議・集会室等を持つ施設。団体観光客の受入が可能な施設 

想定事業 津波復興拠点整備事業 

 ２．テナント型商業施設 
開業予定 平成27年秋～ 

実施主体 女川みらい創造 株式会社 

施設概要 町民の日常生活を支える物販、サービス、飲食等による商店街 

想定事業 津波・原子力災害被災地域雇用創出立地補助金（商業施設等復興整備補助事

業：民設商業施設整備型） 

 ３．（仮称）物産センター 
開業予定 平成28年秋 

実施主体 女川みらい創造 株式会社 

施設概要 地域住民や観光客向けに特産品の販売、飲食、体験等のサービスを提供する

施設 

想定事業 津波・原子力災害被災地域雇用創出立地補助金（商業施設等復興整備補助事

業：民設商業施設整備型） 

 ４．プロムナード 
開業予定 平成27年秋～ 

実施主体 女川町 

施設概要 人々の回遊やイベント等の中心となる歩行者専用道。JR女川駅と女川港をつ

なぎ、駅前エリアを貫くまちのシンボル軸。 

想定事業 津波復興拠点整備事業 

 ５．集約駐車場  
開業予定 平成27年秋～ 

実施主体 女川町 

施設概要 商店街利用者の利便性を高め、人々の回遊の出発点となる駐車場 

想定事業 検討中 
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【 役員構

代

専

相
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・

・
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創造 株式会

社長：鈴木 

：近江 弘一

高橋 正典
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岡   明彦
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を実施する場

支計画等（ま

（Onagawa Fu

都市開発、観

、運営 

の事業の企画

事業の企画、

画、運営 
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位：千円
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④ エリアマネジメントを行う場合においては、その実施体制 

女川みらい創造株式会社によりエリアマネジメントを実施する。その対象は、プロムナ

ードを含む駅前エリアとする。当該地域において、女川みらい創造株式会社が行う事項は

以下のものとする。 

   

・テナント型商業施設、（仮称）物産センターの運営・維持管理に関する業務 

・町より借用した土地の維持管理業務（駐車場の運営を含む） 

・プロムナードを中心とした地域イベントの企画・運営 

・プロムナード沿道の街並み形成及びその保全活動に関する取組 

 

テナント型商業施設については、質の高い運営管理が必要な施設であることから、商業

施設マネジメントの専門家をアドバイザー等として設置することを現在検討中であり、事

業の運営管理を適切に実施する。 

また、女川みらい創造株式会社によるエリアマネジメントと連携し、駅前エリア内外で

下記の事業を実施する。 

 

【 女川町による関連事業 】 
１．ゆぽっぽ（女川町温浴施設）（平成27年3月開業予定） 

２．公共施設（町役場、（仮称）生涯学習センター、子育て支援センター、（仮称）地域交流

センター） 

【 民間団体による関連事業 】 
  １．（仮称）フューチャーセンター（平成27年3月開業予定） 

     実施主体 NPO 法人アスヘノキボウ 

     事業内容 公益財団法人日本財団からの補助金により整備運営を行う。駅前のにぎわ

いテラスで、Ｉターン、Ｕターン、Ｊターンの人材の拠点施設として運営

する。 

  ２．（仮称）水産業体験施設（平成27年3月開業予定） 

     実施主体 復幸まちづくり女川合同会社 

     事業内容 キリン絆プロジェクトの支援金により「女川ブランディングプロジェクト」

として活動を行っており、水産業体験施設の設置を行い、漁業体験プログ

ラムの実施を行う。 
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(２) 再生計画の実施スケジュール 

再生計画期間 ～平成 28 年度（平成 29 年 3 月） 

 

(３) 区域に関連する各種計画の策定状況 

【 区域の土地利用等に関する計画 】 
・女川町復興計画 平成 23 年 9 月策定 

・女川町中心部土地利用計画（案） 

・女川町中心部公共施設配置計画（案） 平成 26 年 2 月策定 

・女川町中心部住宅配置計画（案） 平成 26 年 3 月策定 

・商業エリア整備方針 平成 25 年 5 月策定 

【 施設等整備に関する計画 】 
・（仮称）地域交流センター 平成 26 年 5 月に基本計画を策定 

・テナント型商業施設 平成 26 年 7 月に基本計画を策定 

・（仮称）物産センター 平成 24 年度に基本計画（案）を作成 

・プロムナードに係る計画 女川浜地区一団地の津波防災拠点市街地形成施設における公共

施設（歩行者専用道路）として都市計画決定（平成 25 年 3 月 1 日告示） 

・駐車場配置計画 現在計画中 




